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株 主 各 位
東 京 都 豊 島 区 東 池 袋 三 丁 目 １ 番 １ 号
朝 日 工 業 株 式 会 社

代表取締役社長 赤 松 清 茂

第21期定時株主総会招集ご通知
拝啓 ますますご清栄のことと拝察申しあげます。
　さて、当社第21期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、平成24年６月25日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送ください
ますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 平成24年６月26日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区戸塚町一丁目104番19号

リーガロイヤルホテル東京 ３階 ロイヤルホール
３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第21期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２．第21期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.asahi-kg.co.jp/）に掲載
させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告
(平成平成2324年年４３月月１31日から日まで)

１．企業集団の現況
（1）当事業年度の事業の状況
　 ① 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年発生した東日本大震災と福島第一原発事故
による電力需給問題や放射能漏れによる被害が、個人消費や企業の生産活動に大きな影響
を及ぼした結果、不透明な状況で推移しました。
このような経済状況のもと、当社グループの各事業は、積極的かつ効率的な営業活動、
コストダウン活動を展開してきましたが、当社グループの業績に影響を及ぼす建設需要の
回復は穏やかでありました。
　この結果、当連結会計年度における売上高は43,375百万円（前連結会計年度比7.0％
増）、営業利益は194百万円（前連結会計年度営業損失772百万円）、経常利益は216百万
円（前連結会計年度経常損失737百万円）、当期純損失は18百万円（前連結会計年度当期
純損失801百万円）となりました。
　事業（セグメント）別売上状況は次のとおりであります。

区分
第20期

（前連結会計年度）
（平成23年３月期）

第21期
（当連結会計年度）
（平成24年３月期）

前連結会計年度比

金額 増減率
千円 千円 千円 ％

鉄鋼建設資材事業 25,751,951 28,550,497 2,798,546 10.9

農業資材事業 12,167,183 12,323,937 156,753 1.3

環境ソリューション事業 800,247 810,218 9,970 1.2

砕石砕砂・
マテリアルリサイクル事業 1,835,940 1,822,446 △13,493 △0.7

その他事業 458,095 437,314 △20,781 △4.5

調整額 △478,231 △568,804 △90,572 －

合 計 40,535,187 43,375,610 2,840,422 7.0
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　 ＜鉄鋼建設資材事業＞
　鉄鋼建設資材事業では、東日本大震災の影響により低迷していた建設需要が夏場以降
徐々に回復しました。また、当社では、きめ細かい営業活動を展開しました。その結果、
販売数量の拡大および販売価格の値上げにより、前年同期と比べて増収となりました。利
益面では、販売数量の拡大と、製品販売価格と主原料である鉄スクラップ価格との値差が
拡がったことから、前年同期と比べて改善しました。しかしながら、年度当初に計画した
水準には達しませんでした。
　この結果、売上高は28,550百万円（前連結会計年度比10.9％増）、セグメント利益は
375百万円（前連結会計年度セグメント損失569百万円）となりました。

　 ＜農業資材事業＞
　肥料事業では、製品販売数量の拡大と製品販売価格の値上げはありましたが、原料販売
が減少し、販売数量全体が減少したことにより、前年同期と比べて減収となりました。利
益面では、販売価格の上昇と製造コストの削減などにより、前年同期と比べて増益となり
ました。
　園芸事業では、新商品の高機能土づくり資材や有機肥料の販売が好調に推移し、前年同
期と比べて増収となりました。
　種苗事業では、大玉トマト「アニモ」の栽培面積が順調に拡大しました。
　乾牧草事業では、オーストラリア産乾牧草の国内での販売が順調に拡大したことから、
前年同期と比べて増収増益となりました。
　この結果、売上高は12,323百万円（前連結会計年度比1.3％増）、セグメント利益は
865百万円（前連結会計年度比6.9％増）となりました。
また、当社は、平成23年12月に豊田通商株式会社（本社：愛知県名古屋市）、龍大食品
集団有限公司（本社：中国山東省莱陽市）と、中国において有機および有機化成肥料を製
造販売する合弁会社を設立し、肥料工場建設の準備を開始しました。

　 ＜環境ソリューション事業＞
　環境ソリューション事業では、放射能測定、海洋モニタリング調査、塩害等の土壌調査
の受注が増加し、前年同期と比べて増収増益となりました。なお、平成23年７月に開設
しました東北事業所では除染・除塩対策への取組みを開始しました。
　この結果、売上高は810百万円（前連結会計年度比1.2％増）、セグメント利益は71百
万円（前連結会計年度セグメント損失75百万円）となりました。
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　 ＜砕石砕砂・マテリアルリサイクル事業＞
　砕石砕砂事業では、厳しい事業環境の中で積極的な営業展開による新規顧客の獲得など
に努め、ほぼ前年同期並みの売上高となりましたが、利益面では修繕費用などの経費の増
加により、前年同期と比べて若干の減益となりました。
　この結果、売上高は1,822百万円（前連結会計年度比0.7％減）、セグメント利益は67
百万円（前連結会計年度比6.2％減）となりました。

　 ＜その他事業＞
　その他事業の売上高は437百万円（前連結会計年度比4.5％減）、セグメント利益は3百
万円（前連結会計年度比25.7％増）となりました。
　
なお、新規事業については、平成23年４月より若手社員を中心に新規事業開発チーム
を編成し、複数のプロジェクトの中から、第１ステップとして既存事業と関連性が強く、
社会的に関心の高い「簡易放射能測定」と当社の農業関連ネットワークを軸とした安心安
全な農産物の「インターネットショップ」をスタートさせることを決定いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、上記各セグメント別売上高の合計からセグメ
ント間の内部売上高568百万円を差引き、43,375百万円となり、営業利益は、上記各セ
グメント別利益の合計からセグメント間の取引消去額、および管理部門経費など各事業に
帰属しない全社費用の合計1,189百万円を差引き、194百万円となりました。

　 ② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は1,435百万円であり、主な
ものは次のとおりであります。
事 業 区 分 明 細 備 考

鉄 鋼 建 設 資 材 事 業 製鋼炉外精錬設備用変圧器取替 当期完成

　 ③ 資金調達の状況
　当社は、設備投資資金として平成23年６月30日に取引銀行２行より総額650百万円の
長期借入を実施いたしております。
　さらに、期中の運転資金等の資金需要に備えるため、株式会社みずほコーポレート銀行
（平成24年３月28日付）と1,500百万円、および農林中央金庫（平成24年３月30日付）
と1,400百万円のコミットメントライン契約を締結しております。

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 19時38分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40 20110927_01）



　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

　 ⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　当社は、平成23年12月に豊田通商株式会社（本社：愛知県名古屋市）、龍大食品集団有
限公司（本社：中国山東省莱陽市）と、中国において有機および有機化成肥料を製造販売
する合弁会社を設立いたしました。同社は、資本金を25百万元とし、うち当社の出資比
率は30％となります。

（2）財産および損益の状況
　営業成績および財産の状況の推移は、次のとおりであります。

区 分 第 18 期
(平成21年３月期)

第 19 期
(平成22年３月期)

第 20 期
(平成23年３月期)

第21期
(当連結会計年度)
(平成24年３月期)

売 上 高 (千円) 62,629,378 39,143,566 40,535,187 43,375,610

経 常 利 益 ま た は
経 常 損 失 (△) (千円) 6,408,094 1,964,735 △737,903 216,806

当 期 純 利 益 ま た は
当 期 純 損 失 (△) (千円) 3,499,446 937,126 △801,963 △18,185

１株当たり当期純利益
または１株当たり当期
純損失(△)

(円) 49,942.87 13,387.52 △11,456.62 △259.80

総 資 産 (千円) 38,497,995 39,488,045 40,733,497 42,676,734

純 資 産 (千円) 19,562,182 20,125,812 18,780,003 18,268,459
（注） １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失（△）は、自己株式控除後の期中平均発行済株式数

に基づき算出しております。
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（3）重要な親会社および子会社の状況
　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 上 武 30,000千円 100.0％ 砕石砕砂の製造販売、建設廃材等の中間処
理、再生骨材・木くずチップの製造販売

（注） 上記の重要な子会社を含め、連結子会社は４社であります。

（4）対処すべき課題
　当社グループは、平成23年２月に中期経営計画を開示いたしましたが、直後に東日本大
震災が発生し、当社グループに関連する建設業や農業などの市場環境に大きな変化が生じま
した。また、本年４月からの電気料金の大幅な値上げなど、引き続き事業環境の大きな変化
が予想されます。このような状況下で、当社グループは、各事業での販売拡大施策を着実に
実行するとともに、生産活動の効率化はもとより、エネルギー原単位の改善を初めとする省
エネルギー活動を徹底して進めてまいります。
＜鉄鋼建設資材事業＞
　建設需要動向の変化を的確に捉え、利益確保を前提とした適正価格での販売を推進してま
いります。また、コストダウン活動および省エネルギー活動に徹底して取組んでまいりま
す。
＜農業資材事業＞
　肥料事業では、製造コスト低減と当社独自の有機原料開発に取組むことにより、コスト競
争力のある有機肥料の銘柄拡充と販売拡大を進めてまいります。
　園芸事業では、西日本地区での販売拡大を重点的に進めてまいります。また、園芸愛好家
のニーズに合わせた商品開発に注力してまいります。
　種苗事業では、生産者へのきめ細かな対応を図り、病気に強い品種の拡販を進めてまいり
ます。また、海外での台木などの販売拡大を進めてまいります。
　乾牧草事業では、当社豪州現地法人から、良質な乾牧草を安定的に輸入し、国内での販売
拡大を進めてまいります。
　なお、中国において設立した合弁会社「莱陽龍大朝日農業科技有限公司」では、平成25
年３月期での肥料製造開始を目指し、肥料工場建設を進めてまいります。
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＜環境ソリューション事業＞
　放射能測定体制の更なる充実を図り、分析業務の拡大に加え、東北事業所を中心に除染や
除塩などの震災復興事業へも積極的に取組んでまいります。
＜砕石砕砂・マテリアルリサイクル事業＞
　きめ細かく丁寧な営業展開を推し進め、販売の拡大に努めるとともに、製造コスト低減を
図り、収益拡大を目指してまいります。

　朝日工業グループは全社員が一丸となって、中期経営計画達成はもとより、23年後の創
立100周年にグループ売上高1,000億円の達成に向けてまい進してまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援ご鞭撻を賜りますよう、お願い申しあげま
す。

（5）主要な事業（セグメント）内容（平成24年３月31日現在）
　 ① 鉄鋼建設資材事業

鉄鋼事業 ：鉄筋用棒鋼、構造用鋼等の製造販売
ねじ節鉄筋事業：ねじ節鉄筋の製造販売

　 ② 農業資材事業
肥料事業 ：有機肥料、無機肥料の製造販売
農芸事業
　園芸事業 ：家庭向け園芸肥料、園芸資材の製造販売
　種苗事業 ：野菜等種苗の生産販売
乾牧草事業 ：乾牧草の輸入販売

　 ③ 環境ソリューション事業：
環境アセスメント、環境調査分析、環境コンサルティング

　 ④ 砕石砕砂・マテリアルリサイクル事業
砕石砕砂事業 ：砕石砕砂の製造販売
マテリアルリサイクル事業：建設廃材等の中間処理、再生骨材・木くずチップの製造販売
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（6）主要な営業所および工場（平成24年３月31日現在）
　 ① 当社

本社 東京都豊島区
事業所 埼玉事業所（全部門） 埼玉県児玉郡神川町

大阪事業所（肥料） 大阪府大阪市北区
工場 埼玉工場（鉄鋼・ねじ節鉄筋） 埼玉県児玉郡神川町

関東工場（肥料） 埼玉県児玉郡神川町
千葉工場（肥料） 千葉県旭市
関西工場（肥料） 滋賀県甲賀市

事務所 東北事務所（環境） 宮城県仙台市太白区
　

　 ② 主要な子会社
株式会社上武 埼玉県秩父郡皆野町

（7）使用人の状況（平成24年３月31日現在）
　 ① 企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

577名 (100名) 　6名減 (6名増)
（注） 使用人数は、就業人員であり、当社グループからグループ外への出向者を除いております。なお、臨時

雇用者数（パートタイマー、派遣社員等を含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しており
ます。

　 ② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

　 463名 (52名) 　12名増 (3名増) 　 37.6歳 　 13.6年
（注） 使用人数は、就業人員であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおり

ます。なお、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員等を含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外
数で記載しております。
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（8）主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 1,752,500千円

農 林 中 央 金 庫 1,892,000

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,303,500

株 式 会 社 群 馬 銀 行 1,210,500

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,176,500

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 435,000
（注）１．上表借入額には、平成22年３月に調達いたしました株式会社日本政策投資銀行および株式会社みずほ

コーポレート銀行を幹事とするシンジケートローン契約（調達総額2,000,000千円、残高合計
1,200,000千円、参加金融機関７行）のうち上表借入先からの借入金残高900,000千円が含まれてお
ります。その内訳は、株式会社日本政策投資銀行360,000千円、株式会社みずほコーポレート銀行
360,000千円、株式会社りそな銀行180,000千円であります。

２．中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日に住友信託銀行株式会社等と合併し三井住友信託銀
行株式会社となりました。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

２．会社の現況
（1）株式の状況（平成24年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 240,000株
② 発行済株式の総数 70,000株（自己株式2,000株を除く）
③ 株主数 5,182名

　 ④ 大株主（上位11名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

阪 和 興 業 株 式 会 社 6,000 株 8.6％

三 井 物 産 株 式 会 社 6,000 8.6

ア サ ガ ミ 株 式 会 社 5,220 7.5

伊 藤 忠 メ タ ル ズ 株 式 会 社 3,000 4.3
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株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

コ ー プ ケ ミ カ ル 株 式 会 社 3,000 4.3

吉 田 嘉 明 2,255 3.2

農 林 中 央 金 庫 2,100 3.0

東 京 鐵 鋼 株 式 会 社 2,000 2.9

日 本 マ タ イ 株 式 会 社 1,810 2.6

伊 藤 忠 丸 紅 テ ク ノ ス チ ー ル 株 式 会 社 1,800 2.6

カ ネ ヒ ラ 鉄 鋼 株 式 会 社 1,800 2.6
（注） 持株比率は自己株式（2,000株）を控除して計算しております。

（2）新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

（3）会社役員の状況
　 ① 取締役および監査役の状況（平成24年３月31日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 赤 松 清 茂

常 務 取 締 役 中 村 紀 之 管 理 本 部 長 兼 環 境 管 理 部 長

常 務 取 締 役 町 田 尚 輝 農 業 資 材 本 部 長

常 務 取 締 役 寺 井 淳 鉄 鋼 建 設 資 材 本 部 長 兼 鉄 鋼 事 業 部 長

取 締 役 広 瀬 清 農業資材本部肥料事業部長兼営業二部長

取 締 役 佐 藤 真 鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部埼玉工場長

取 締 役 森 田 修 一 農 業 資 材 本 部 農 芸 事 業 部 長

取 締 役 稲 場 進 管 理 本 部 総 合 企 画 部 長

常 勤 監 査 役 近 藤 憲 二

常 勤 監 査 役 田 島 一 郎

監 査 役 村 田 恒

監 査 役 中 谷 哲 朗
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（注）１．監査役村田 恒氏および監査役中谷 哲朗氏は、社外監査役であります。
２．監査役中谷 哲朗氏は、長年の銀行勤務経験のほか、事業会社において経理・財務を含む管理部門担
当役員を経験するなど、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．当事業年度の役員の異動は、次のとおりであります。
（1）退任

平成23年６月23日開催の第20期定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役鈴木 幸夫氏が辞任
により監査役を退任いたしました。

（2）就任
平成23年６月23日開催の第20期定時株主総会において、田島 一郎氏が新たに監査役に選任され
就任いたしました。

　 ② 取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

8名
(―)

160,260千円
(―)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

　5
( 2)

48,600
( 7,200)

合 計 13 208,860
（注）１．上記の員数には、平成23年６月23日開催の第20期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1

名が含まれております。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．当社の役員報酬制度は、会社業績を報酬に反映させる業績連動報酬制度を導入しております。業績連
動報酬は、前年度の会社業績を所定の評価基準に基づき評価し、当該評価に応じて各取締役の報酬を
決定しております。業務執行から独立した立場である監査役の報酬については、固定報酬として監査
役の協議により決定しております。

４．取締役の報酬限度額は、平成４年３月25日開催の臨時株主総会において年額250百万円以内（ただ
し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成４年３月25日開催の臨時株主総会において年額50百万円以内と決議い
ただいております。

　 ③ 社外役員に関する事項
イ 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との
関係
　該当事項はありません。
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ロ 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の法人等との
関係
　該当事項はありません。

ハ 当事業年度における主な活動状況
氏 名 会 社 役 員 の 地 位 主 な 活 動 状 況

村 田 恒 監 査 役
当事業年度に開催された取締役会22回、監査役会14回のすべて
に出席のほか、会計監査人との監査協議会などにも出席し、議案
審議や監査内容等に関して、法律の専門家としての経験と見識に
基づいて、客観的な視点からの発言を行っております。

中 谷 哲 朗 監 査 役

当事業年度に開催された取締役会22回、監査役会14回のすべて
に出席のほか、会計監査人との監査協議会などにも出席し、議案
審議や監査内容等に関して、豊富なビジネス経験、財務・会計に
関する知見等に基づいて、幅広い視野からの発言を行っておりま
す。

（注） 社外監査役村田 恒氏は、大阪証券取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。

ニ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、定款において、社外役員との間に、会社法第427条第１項の規定により同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めており
ます。
　この定めに基づき、当社は各社外監査役との間で責任限定契約を締結しており、当該
契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める額としております。

（4）会計監査人の状況
① 名称 新日本有限責任監査法人

　 ② 報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40,000千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 40,000

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額
にはこれらの合計額を記載しております。
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　 ③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

　 ④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる監査役会の請求に基づい
て、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることとします。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすること
を請求します。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解
任した旨と解任の理由を報告します。

　 ⑤ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

（5）業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針について、当
社の取締役会において決議した内容の概要は以下のとおりであります。

　 ① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　朝日工業グループの取締役及び社員は、法令遵守はもとより、企業人、社会人として求
められる価値観、倫理観によって誠実に行動し、常に企業の社会的責任を全うすること
が、企業価値の向上につながるとの認識のもと、倫理憲章ならびに行動規範を定め、コン
プライアンスの徹底に努めております。
　また、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を組織し、全社横断的な管理体制の
もとでコンプライアンスの推進に取り組むほか、内部通報制度を導入し、コンプライアン
ス違反行為の未然防止および早期発見と適切な対応を図るとともに、内部統制室内部監査
担当がコンプライアンスの状況を監査することとしております。
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　さらに、財務報告の適正性を確保するため、法令等に従い財務報告に係る内部統制の運
用、評価を行う体制を整備いたしております。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役会、その他重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職務権限規
程に基づいて決裁した文書等（電磁的記録を含む）、取締役の職務の執行に係る情報を適
正に記録し、法令及び文書規程に基づき、定められた期間保存管理するとともに、取締役
または監査役からの要請等、必要に応じて閲覧できる状態を維持します。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、環境、災害、品質、情報セキュリティー等に係るリスクについては、それぞれ
の担当部署において、リスク低減・解消策の推進および対応マニュアルの整備等、自主的
にリスク管理施策の推進に取り組むものとし、組織横断的リスク状況の把握及び全社的対
応については、総合企画部が行うこととしております。また、内部統制室内部監査担当は
総合企画部と連係して、各部署の日常的なリスク管理状況の監査を実施します。
　さらにリスク管理委員会を設置し、リスク管理規程に基づき、リスク管理に関する体制
及び施策等の整備を行い、リスク管理のさらなる強化を図ってまいります。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、その達成に向けた各部門の具体
的目標と予算を設定します。また、取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務執行の
効率化を図っております。
　さらに、取締役会の議論を充実させるべく事前審議を行う機関として、取締役会の下
に、社長を議長とする経営会議を設けております。

　 ⑤ 当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、関係会社の管理の方針、体制及び基準を定めた関係会社管理規程に基づき、関
係会社の育成・強化を図るとともに、当社の内部統制室内部監査担当が関係会社の監査を
実施するなど、関係会社に対する適切な経営管理に努めております。
　また、朝日工業グループ戦略会議のほか、関係会社を含めた拡大コンプライアンス委員
会、リスク管理委員会の開催などにより、グループ全体の適正かつ効率的な業務遂行、遵
法意識の向上、リスク管理体制の強化を図っております。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役会から求めがあった場合には、監査役が必要とする知識・能力を備えた要員を、
監査役と協議のうえ極力早期に配置するように努めるものとします。
　また、配置する使用人については、監査役の指揮命令に服することを明確にするととも
に、人事異動、人事評価、懲戒については監査役の同意を必要とする等、当該使用人の取
締役からの独立性確保に配意するものとします。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する事項
　当社では、監査役に対して、法定の事項に加えて、内部監査の結果、コンプライアンス
及びリスク管理の推進状況にかかる定期的な点検結果、内部通報窓口への通報内容、重要
な開示書類・決裁文書その他の重要な事項について定期または随時報告するほか、監査役
からその職務遂行上求められた事項について速やかに報告することとしております。

　 ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、相互の課題等についての意見交換を通じ
て相互認識を深めることとしております。
　また、内部統制室内部監査担当は内部監査の実施にあたり、監査役と緊密な連係を保つ
とともに、必要な場合には、監査役業務に関する支援を行うこととしております。

（6）会社の支配に関する基本方針
　 ① 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

　当社は、平成20年５月19日開催の取締役会において、会社法施行規則第118条第３号
に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針」を定め、平成23年５月18日開催の取締役会において一部変更のうえ継続する旨決議
いたしました。基本方針の具体的な内容は以下のとおりです。

　当社は金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な
取引を尊重し、当社株式に対する大規模な買付行為につきましても、当社の企業価値・株
主共同の利益の確保または向上に資するものである限り、これを一概に否定するものでは
ありません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、当社の経営を誰に委
ねるべきかという問題に関連しますので、最終的には、株主の皆様の自由な意志によって
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なされるべきであると考えております。しかしながら、近年のわが国の資本市場において
は、対象となる企業の経営陣との協議や合意のプロセスを経ることなく、突如として一方
的に大規模な買付行為を強行するといった動きが見られます。このような一方的な大規模
買付行為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為に関する十分な情報が提供されない
まま株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主の皆様が当該買
付行為の条件・方法等について検討し、また、対象企業の取締役会が代替案の提案等を行
うための十分な時間が確保されていないもの、その他真摯に合理的な経営を行う意思が認
められないと判断されるもの等、対象企業の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうこ
とに繋がるおそれのあると判断される買付行為があることは否定できません。
　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、循環社会の実現を目指
し、事業特性ならびに株主をはじめとする国内外の顧客・社員・取引先などの各ステーク
ホルダーとの間に築かれた関係や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値
ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させることを目指す者であることが必
要と考えております。したがいまして、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう
おそれのある大規模買付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する
者として不適切であると考えます。

　 ② 当社の基本方針の実現に資する特別の取組みについて

　 イ 当社の企業価値および企業価値の源泉

　当社ならびに当社グループは、成熟型素材産業グループから21世紀型先進的環境企
業グループへの発展拡大を目指す複合型企業グループを目指し、戦略的事業を含む中核
事業の質的向上・量的拡大は勿論のこと、注目される農業関連分野や環境関連分野での
新規事業開発への取組みを強化してまいります。
　・「誠実で、公正、公平、誰からも愛される会社であり続けます。」
　・「良い製品、良いサービスを提供し、地球環境に貢献し続けます。」
と定める当社グループの経営理念のもと、事業の拡大発展に努めることこそが、当社グ
ループ全体の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資するものと考えております。
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　 ロ 企業価値向上のための取組み

　今後の事業展開につきましては、平成23年２月４日に発表いたしました「中期経営
計画（平成23年度から平成27年度）」を経営基本方針とし、「21世紀型先進的環境企業
グループ」を目指してまいります。
　安定的に収益を確保していく事業体制を築いていくことはもとより、今まで以上に環
境に配慮した事業運営を図ることにより、資本市場からも評価される高い経営効率を目
指し、企業価値の向上に努め、その結果得られた株主共同の利益は株主の皆様に適切に
還元してまいります。そして、社会の持続可能な発展に向けて、今後も貢献し続ける所
存です。
　具体的な重点施策は、以下のとおりです。

ａ． 鉄鋼建設資材事業では、ユーザーニーズに対応したより付加価値の高い鉄鋼製品
への戦略的シフトを目指してまいります。鉄筋では、着実にマーケットが拡大しつ
つあるねじ節鉄筋と、より強い鉄筋である高強度鉄筋の販売拡大に注力するととも
に、当社の強みである鉄筋フルサイズラインアップを生かした拡販にも努めてまい
ります。また、もう一つの当社の強みである構造用鋼でも、より高品質な製品の開
発生産にも注力し、販売数量の拡大を目指してまいります。
また、製造ラインの環境変化に合わせ新たなコストダウン計画を策定・実行し、
さらに競争力のある工場を目指します。

ｂ． 農業資材事業の主力であります肥料事業においては、業界トップの実績を有する
有機原料開発力・粒状肥料製造技術という当社の強みを最大限に生かして、国際
的・戦略的事業規模の拡大を目指します。特に、中国などアジア市場には、中・長
期的視野で臨んでまいります。
園芸事業では、ホームセンターでの家庭用園芸肥料の販売ネットワーク拡大と肥
料メーカーの強みを生かし家庭園芸愛好家のニーズに合わせたアイテム充実を図
り、種苗事業では、黄化葉巻病に強い大玉トマト「アニモ」の更なるマーケットシ
ェアの拡大と海外大手種苗会社との提携強化によるおいしくて病気に強い野菜品種
の開発推進、乾牧草事業では、国内に止まらずアジアなど国際マーケットもターゲ
ットとし当社豪州合弁企業からの良質な商品供給・販売を目指します。
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ｃ． 環境ソリューション事業では、当社グループの農業専門知識を活かした土壌分
析・残留農薬分析、製造業向け環境分析・工場の環境設計、環境配慮型商品の開
発・販売など、収益性の高い特徴ある環境ビジネスの拡大を目指します。

ｄ． 砕石砕砂・マテリアルリサイクル事業では、限られた砕石砕砂資源の有効活用と
木くず・コンクリート廃材などのリサイクルを進め、さらに、環境に配慮した新た
なマテリアル・リサイクル方法の開発に取り組んでまいります。

ｅ． 上記事業に加え、当社グループの拡大発展には先進的複合型ビジネスへの取組み
が急務と考え、平成23年４月１日に若手を中心とした新規事業開発室を発足させ、
新たなチャレンジをする企業として当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上
に向けた取組みを進めてまいります。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配され
ることを防止するための取組みについて

　当社は、平成20年５月19日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関
する対応方針」（以下「原対応方針」といいます。）の導入を決定し、平成20年６月25日
に開催した当社第17期定時株主総会においてご承認いただきました。
　そして、原対応方針の有効期間満了に伴い、平成23年６月23日に開催した当社第20期
定時株主総会において「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針の継続」（以下「本
対応方針」といいます。）に関する議案をお諮りしご承認をいただいております。なお、
本対応方針の有効期間は、平成26年に開催予定の当社第23期定時株主総会の終結時まで
としております。
　本対応方針の具体的な内容は以下のとおりです。

　当社取締役会は、株券等保有割合が20％以上となる大規模買付者に対し、本対応方針
に定められた手続きに従って大規模買付行為を行う旨の誓約等を記載した「大規模買付意
向表明書」および大規模買付行為に対する株主の皆様のご判断および当社取締役会の評
価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下「大規模買付情報」といいます。）の事前
提供と当該大規模買付行為の評価、検討、交渉、意見形成および代替案の立案のための期
間として原則60日間の取締役会評価期間の確保を求めます。
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　当社取締役会は、取締役会評価期間の間、大規模買付者が本対応方針に基づくルールを
遵守したか否か、あるいは、当該大規模買付行為が会社に回復しがたい損害をもたらす
等、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであるか、という観点から、評
価、検討し、取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示するとともに、必要に応じ
て、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、取締役会
として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。
　当社取締役会は、本対応方針で定める発動条件に照らしあわせ、本対応方針に基づくル
ールを遵守しない大規模買付者、または、提出された「大規模買付情報」を評価・検討し
た結果、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判断した大規模買付者に対し
て、対抗措置を発動できることとしております。
　対抗措置は原則として新株予約権の無償割当としておりますが、会社法その他の法令お
よび当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合
は、その他の対抗措置が用いられることもあります。
　また、本対応方針の合理性および公平性を確保し、取締役会による恣意的な対抗措置の
発動を防止するため、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置し、対抗措
置発動の際、取締役会は特別委員会に対抗措置発動の是非を諮問し、特別委員会の勧告を
最大限尊重することとしております。

④ 上記②および③の取組みが上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損な
うものでなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでないことおよびその理由
について

　 イ 上記②の取組みについて当社取締役会の判断

　当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当
社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるための取組みとして、上記②の取組
みを実施しております。これらの取組みを通じて、当社の企業価値・株主共同の利益を
確保・向上させ、それを当社株式の価値に適正に反映させていくことにより、上記のよ
うな当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうおそれのある大規模な買付行為は
困難になるものと考えられ、これらの取組みは、上記①の基本方針に資するものである
と考えております。
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　したがいまして、上記②の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の
利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと
考えております。

　 ロ 上記③の取組みについて当社取締役会の判断

　上記③の取組みは、上記①の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務およ
び事業の方針決定が支配されることを防止する取組みであり、また当社の企業価値・株
主共同の利益を確保しまたは向上させることを目的として、大規模買付者に対して必要
な情報の事前の提供、およびその内容の評価・検討に必要な時間の確保を求めるための
ものであります。
　さらに、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置し、対抗措置発動の
際、取締役会は特別委員会に対抗措置発動の是非を諮問し、特別委員会の勧告を最大限
尊重することとしていること、また上記③の取組みの導入については、平成23年６月
23日に開催した当社第20期定時株主総会でご承認いただいており、今後継続する場合
も当社株主様のご承認を要することとしていることなど、合理性および公平性を確保
し、取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための制度および手続きが確保
されております。
　したがいまして、上記③の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の
利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと
考えております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てており、比率等は四捨五入により表示してお

ります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

（単位：千円）
資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産 19,529,463 流動負債 19,423,694
現金及び預金 2,327,720 支払手形及び買掛金 8,405,212
受取手形及び売掛金 7,869,957 短期借入金 5,115,000
たな卸資産 8,765,640 １年内償還予定の社債 60,000
繰延税金資産 436,496 １年内返済予定の長期借入金 1,330,000
その他 137,029 未払法人税等 55,891
貸倒引当金 △7,381 賞与引当金 337,462

固定資産 23,147,270 未払金 2,459,761
有形固定資産 20,253,307 設備関係未払金 916,278
建物及び構築物 3,958,093 その他 744,086
機械装置及び運搬具 12,579,055 固定負債 4,984,580
土地 2,625,758 社債 180,000
建設仮勘定 14,535 長期借入金 2,455,000
その他 1,075,865 繰延税金負債 156,301
無形固定資産 771,354 退職給付引当金 1,052,977
投資その他の資産 2,122,608 その他 1,140,301
投資有価証券 1,637,520 負債合計 24,408,274
繰延税金資産 253,000 純資産の部
その他 242,040 株主資本 18,073,359
貸倒引当金 △9,953 資本金 2,190,000

資本剰余金 1,802,000
利益剰余金 14,374,670
自己株式 △293,311

その他の包括利益累計額 195,099
その他有価証券評価差額金 160,964
為替換算調整勘定 34,135

純資産合計 18,268,459
資産合計 42,676,734 負債純資産合計 42,676,734
（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(平成平成2324年年４３月月１31日から日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 43,375,610
売 上 原 価 36,145,516
売 上 総 利 益 7,230,093

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,035,901
営 業 利 益 194,192

営 業 外 収 益
受 取 利 息 537
受 取 配 当 金 22,538
仕 入 割 引 23,918
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 155,406
補 助 金 収 入 22,891
そ の 他 33,115 258,408

営 業 外 費 用
支 払 利 息 109,310
売 上 割 引 96,032
そ の 他 30,450 235,794
経 常 利 益 216,806

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 120,305
減 損 損 失 23,155
そ の 他 2,072 145,534
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 71,272
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 60,979
法 人 税 等 調 整 額 28,479 89,458
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 18,185
当 期 純 損 失 18,185

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成平成2324年年４３月月１31日から日まで)

（単位：千円）

株主資本
資本金
当期首残高 2,190,000
当期変動額
当期変動額合計 －
当期末残高 2,190,000
資本剰余金
当期首残高 1,802,000
当期変動額
当期変動額合計 －
当期末残高 1,802,000
利益剰余金
当期首残高 14,882,856
当期変動額
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △18,185
当期変動額合計 △508,185
当期末残高 14,374,670
自己株式
当期首残高 △293,311
当期変動額
当期変動額合計 －
当期末残高 △293,311
株主資本合計
当期首残高 18,581,545
当期変動額
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △18,185
当期変動額合計 △508,185
当期末残高 18,073,359

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
当期首残高 151,053
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,910
当期変動額合計 9,910
当期末残高 160,964
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（単位：千円）

為替換算調整勘定
当期首残高 47,404
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13,268
当期変動額合計 △13,268
当期末残高 34,135
その他の包括利益累計額合計
当期首残高 198,458
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,358
当期変動額合計 △3,358
当期末残高 195,099

純資産合計
当期首残高 18,780,003
当期変動額
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △18,185
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,358
当期変動額合計 △511,544
当期末残高 18,268,459

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数・・・・・・・・４社
連結子会社の名称

株式会社環境科学コーポレーション
株式会社上武
株式会社テイ・アンド・アイ
ASAHI INDUSTRIES AUSTRALIA PTY.LTD.

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の関連会社の数・・・１社
持分法適用の関連会社の名称

JOHNSON ASAHI PTY.LTD.
② 持分法を適用していない関連会社（RHSJエンタープライズ株式会社、莱陽龍大朝日農業科技有限公司）
は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範
囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、ASAHI INDUSTRIES AUSTRALIA PTY.LTD.の決算日は６月30日であります。
　連結計算書類の作成に当っては、同社の12月31日現在での仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま
す。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。

（4）会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
イ 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ デリバティブ
　時価法を採用しております。

ハ たな卸資産
　月別総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）
　当社は定額法、国内連結子会社は定率法を採用しております。（但し、国内連結子会社は平成10年
４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によっております。）なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。
建物及び構築物 25～55年
機械装置 10～14年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法を採用しております。

ハ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金
　当社および国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

ロ 賞与引当金
　当社および国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ 退職給付引当金
　当社および国内連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末日におけ
る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。
　なお、会計基準変更時差異については、主として15年による按分額を費用処理しております。
　過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による按分額を費用
処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員平均残存勤務期間以内の一定年数
（５年）により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
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④ 重要なヘッジ会計の方法
イ ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充
たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例
処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象
　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
ヘッジ手段・・・・金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象・・・・借入金、買掛金

ハ ヘッジ方針
　金利リスクの低減ならびに為替の変動リスクを管理する目的として、対象債務の範囲内でヘッジを
行っております。

ニ ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップ取引は、ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象の元本が金額、契約期間とも一致してお
り、金利スワップ特例処理の要件に該当すると判断されるため、当該判定をもって有効性の判定に代
えております。また、為替予約取引は、外貨建による同一金額、同一期日の予約を振当てているため、
その後の為替変動による相関関係は完全に確保されているので、決算日における有効性の評価は省略
しております。

⑤ 消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用
　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用してお
ります。
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２．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 21,755,716千円
（2）偶発債務

債務保証
銀行借入に対する保証債務
JOHNSON ASAHI PTY.LTD.

（ 2,500千Ａ＄） 213,625千円
従業員 4,960千円
　 計 218,585千円

（3）コミットメントライン契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しており
ます。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
コミットメントライン契約の総額 2,900,000千円
借入実行残高 2,085,000千円
差引残高 815,000千円

（4）財務制限条項
　当社が取引銀行７行と締結しておりますシンジケートローン契約総額2,000,000千円ならびに取引銀行
２行と締結しておりますコミットメントライン契約総額2,900,000千円については、各事業年度決算にお
ける個別および連結の貸借対照表における純資産の部の金額を直前期等基準となる決算期の75％以上に維
持することや損益計算書の経常損益を２期連続して損失計上しないこと等を内容とする財務制限条項が付
加されております。
　当連結会計年度において、コミットメントライン契約による短期借入金の一部を除き、これら財務制限
条項に抵触することとなりました。この状況を解消すべく、シンジケートローン契約につきましては参加
金融機関から期限の利益喪失についての猶予の承諾をいただいております。また、コミットメントライン
契約につきましては該当する契約の締結先銀行から該当条項の免除をいただくとともに、契約の更新を実
施いたしております。
　なお、平成24年３月末現在、財務制限条項の対象となる借入残高は3,285,000千円（シンジケートロー
ン契約による長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）1,200,000千円、コミットメントライン
契約による短期借入金2,085,000千円）となっております。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株) 摘要

発行済株式

普通株式 72,000 － － 72,000

合 計 72,000 － － 72,000

自己株式

普通株式 2,000 － － 2,000

合 計 2,000 － － 2,000
（2）新株予約権および自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の
総 額
（千円）

１株当たり
配 当 額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月23日
普通株式 280,000 4,000 平成23年

３月31日
平成23年
６月24日定時株主総会

平成23年11月７日
普通株式 210,000 3,000 平成23年

９月30日
平成23年
12月６日取締役会

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議予定） 株式の種類
配当金の
総 額
（千円）

配当の
原 資

１株当たり
配 当 額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月26日
普通株式 280,000 利益剰余金 4,000 平成24年

３月31日
平成24年
６月27日定時株主総会
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４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については銀
行借入を主体といたしますが、諸条件を確認した上で最適と判断される場合には社債の発行等について
も行う方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は
行いません。

② 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
当社グループ各社の債権管理に関する規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うととも
に、取引先の信用状況を毎期網羅的に把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する
企業株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。借入金のうち、短
期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資に
係る資金調達です。借入金の金利は、金利の変動リスクに晒されていますが、短期借入金のうちコミッ
トメントライン契約に基づく借入は１ケ月毎、当座貸越枠契約に基づくものは３ケ月毎、長期借入金は
固定金利による借入を主体とし、リスクの低減を図っております。なお、長期借入金の一部については、
金利固定化のためデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッ
ジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を充たしているため、その判定をも
って有効性の評価を省略しております。なお、シンジケートローン契約に基づく長期借入金およびコミ
ットメントライン契約に基づく短期借入金には財務制限条項がついております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行
っております。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次毎に
資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(イ)現金及び預金 2,327,720 2,327,720 －

(ロ)受取手形及び売掛金 7,869,957 7,869,957 －

(ハ)投資有価証券 －

　 その他有価証券 1,245,686 1,245,686 －

資産計 11,443,365 11,443,365 －

(ニ)支払手形及び買掛金 8,405,212 8,405,212 －

(ホ)短期借入金 5,115,000 5,115,000 －

(ヘ)未払金 2,210,149 2,210,149 －

(ト)設備関係未払金(長期設備関係未払金を含
む） 1,179,648 1,172,701 △6,947

(チ)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金
を含む） 3,785,000 3,795,706 10,706

(リ)長期未払金（１年内支払予定の長期未払金
を含む）（＊） 776,909 774,388 △2,521

負債計 21,471,919 21,473,157 1,237

(ヌ)デリバティブ取引 － － －
（＊） 割賦販売契約に基づく長期未払金のみを記載しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

(イ)現金及び預金ならびに(ロ)受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
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(ハ)投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　なお、有価証券はその他有価証券として所有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原
価と差額は以下のとおりです。

（単位：千円）

種類 取得原価 連結対照表
計上額 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 株式 650,756 1,013,298 362,541

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 株式 347,046 232,388 △114,658

合計 997,803 1,245,686 247,883

(ニ)支払手形及び買掛金、(ホ)短期借入金ならびに(ヘ)未払金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
(ト)設備関係未払金、(チ)長期借入金ならびに(リ)長期未払金
　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており
（下記(ヌ)②参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場
合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。
(ヌ)デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約
において定められた元本相当額等は、次のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引の
種類

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

当該時
価の算
定方法うち

１年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 124,000 62,000 （＊）

（＊） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額72,504千円）および信託ユニット（連結貸借対照表計上額
319,329千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価
を把握することが極めて困難と認められるため、「(ハ)投資有価証券その他有価証券」には含めており
ません。

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）
１年以内

現金及び預金

預金 2,319,573

受取手形及び売掛金 7,869,957

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの －

合計 10,189,531
（注４） 長期借入金およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）
１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 1,330,000 1,330,000 930,000 130,000 65,000

長期未払金 249,612 272,960 254,336 － －

合 計 1,579,612 1,602,960 1,184,336 130,000 65,000

５．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 260,977円99銭
（2）１株当たり当期純損失 259円80銭
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貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

（単位：千円）
資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産 19,074,152 流動負債 18,963,820
現金及び預金 1,905,334 支払手形 435,091
受取手形 389,563 買掛金 7,669,134
売掛金 6,530,026 短期借入金 5,115,000
商品 583,785 関係会社短期借入金 100,000
製品 3,430,446 １年内償還予定の社債 60,000
半製品 2,936,604 １年内返済予定の長期借入金 1,330,000
原材料・貯蔵品 1,738,779 未払法人税等 15,890
繰延税金資産 393,626 未払金 2,426,841
関係会社短期貸付金 1,050,000 未払費用 214,383
未収入金 54,117 預り金 30,094
その他 63,260 賞与引当金 276,611
貸倒引当金 △1,394 設備関係支払手形 210,034

固定資産 21,702,928 設備関係未払金 912,776
有形固定資産 18,724,829 その他 167,960
建物 3,036,983 固定負債 4,568,304
構築物 741,442 社債 180,000
機械及び装置 12,367,876 長期借入金 2,455,000
車両運搬具 8,512 長期未払金 598,531
工具、器具及び備品 338,068 長期預り金 10,540
土地 2,175,384 退職給付引当金 936,802
建設仮勘定 9,125 長期設備関係未払金 263,369
その他 47,437 その他 124,061
無形固定資産 763,334 負債合計 23,532,125
施設利用権 543,514 純資産の部
ソフトウェア 211,234 株主資本 17,090,344
電話加入権 8,585 資本金 2,190,000
投資その他の資産 2,214,764 資本剰余金 1,802,000
投資有価証券 1,280,641 資本準備金 1,802,000
関係会社株式 493,443 利益剰余金 13,391,655
出資金 3,878 利益準備金 52,603
関係会社出資金 91,669 その他利益剰余金 13,339,052
長期前払費用 118 固定資産圧縮積立金 720,344
長期未収入金 2,537 別途積立金 200,000
繰延税金資産 217,901 繰越利益剰余金 12,418,708
その他 126,350 自己株式 △293,311

　 貸倒引当金 △1,776 評価・換算差額等 154,610
その他有価証券評価差額金 154,610

純資産合計 17,244,955
資産合計 40,777,081 負債純資産合計 40,777,081
（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 19時38分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.40 20110927_01）



損 益 計 算 書
(平成平成2324年年４３月月１31日から日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 40,874,434
売 上 原 価 34,699,745
売 上 総 利 益 6,174,689

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,122,426
営 業 利 益 52,262

営 業 外 収 益
受 取 利 息 15,091
受 取 配 当 金 22,388
仕 入 割 引 23,918
補 助 金 収 入 22,891
そ の 他 28,299 112,589

営 業 外 費 用
支 払 利 息 110,789
売 上 割 引 96,032
そ の 他 24,624 231,446
経 常 損 失 66,594

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 117,282
減 損 損 失 23,155
そ の 他 2,072 142,510
税 引 前 当 期 純 損 失 209,105
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,000
法 人 税 等 調 整 額 15,344 24,344
当 期 純 損 失 233,449

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(平成平成2324年年４３月月１31日から日まで)

（単位：千円）

株主資本
資本金
当期首残高 2,190,000
当期変動額
当期変動額合計 ―
当期末残高 2,190,000
資本剰余金
資本準備金
当期首残高 1,802,000
当期変動額
当期変動額合計 ―
当期末残高 1,802,000
資本剰余金合計
当期首残高 1,802,000
当期変動額
当期変動額合計 ―
当期末残高 1,802,000

利益剰余金
利益準備金
当期首残高 52,603
当期変動額
当期変動額合計 ―
当期末残高 52,603
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
当期首残高 672,788
当期変動額
固定資産圧縮積立金の積立 54,498
固定資産圧縮積立金の取崩 △6,942
当期変動額合計 47,555
当期末残高 720,344
別途積立金
当期首残高 200,000
当期変動額
当期変動額合計 ―
当期末残高 200,000
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（単位：千円）

繰越利益剰余金
当期首残高 13,189,714
当期変動額
固定資産圧縮積立金の積立 △54,498
固定資産圧縮積立金の取崩 6,942
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △233,449
当期変動額合計 △771,005
当期末残高 12,418,708

利益剰余金合計
当期首残高 14,115,105
当期変動額
固定資産圧縮積立金の積立 ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △233,449
当期変動額合計 △723,449
当期末残高 13,391,655

自己株式
当期首残高 △293,311
当期変動額
当期変動額合計 ―
当期末残高 △293,311
株主資本合計
当期首残高 17,813,794
当期変動額
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △233,449
当期変動額合計 △723,449
当期末残高 17,090,344

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
当期首残高 144,699
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,910
当期変動額合計 9,910
当期末残高 154,610
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（単位：千円）

評価・換算差額等合計
当期首残高 144,699
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,910
当期変動額合計 9,910
当期末残高 154,610

純資産合計
当期首残高 17,958,494
当期変動額
剰余金の配当 △490,000
当期純損失 △233,449
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,910
当期変動額合計 △713,539
当期末残高 17,244,955

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準および評価方法
① 子会社株式および関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券
イ 時価のあるもの
　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

ロ 時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

（2）デリバティブ等の評価基準および評価方法
　時価法を採用しております。

（3）たな卸資産の評価基準および評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産
　評価基準は原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
によっております。
① 商品・製品・半製品
　月別総平均法を採用しております。

② 原材料・貯蔵品
月別総平均法を採用しております。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 25～55年
機械及び装置 10～14年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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（5）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員に支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上
しております。

③ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ
き当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
　なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理しております。
　過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による按分額を費用処
理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（５年）
により按分した金額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た
している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理
を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段・・・・金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象・・・・借入金、買掛金

③ ヘッジ方針
　金利リスクの低減ならびに為替の変動リスクを管理する目的として、対象債務の範囲内でヘッジを行
っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップ取引は、ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象の元本が金額、契約期間とも一致しており、
金利スワップ特例処理の要件に該当すると判断されるため、当該判定をもって有効性の判定に代えてお
ります。また、為替予約取引は、外貨建による同一金額、同一期日の予約を振当てているため、その後
の為替変動による相関関係は完全に確保されているので、決算日における有効性の評価は省略しており
ます。

（7）消費税等の会計処理について
　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（追加情報）
会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用
　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂
正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しておりま
す。

２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 18,282,133千円
（2）偶発債務

債務保証
銀行借入に対する保証債務
JOHNSON ASAHI PTY.LTD.

（ 2,500千Ａ＄） 213,625千円
従業員 4,960千円
　 計 218,585千円

（3）コミットメントライン契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しており
ます。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
コミットメントライン契約の総額 2,900,000千円
借入実行残高 2,085,000千円
差引残高 815,000千円

（4）財務制限条項
　当社が取引銀行７行と締結しておりますシンジケートローン契約総額2,000,000千円ならびに取引銀行
２行と締結しておりますコミットメントライン契約総額2,900,000千円については、各事業年度決算にお
ける個別および連結の貸借対照表における純資産の部の金額を直前期等基準となる決算期の75％以上に維
持することや損益計算書の経常損益を２期連続して損失計上しないこと等を内容とする財務制限条項が付
加されております。
　当事業年度において２期連続の経常損失を計上したことにより、コミットメントライン契約による短期
借入金の一部を除き、これら財務制限条項に抵触することとなりました。この状況を解消すべく、シンジ
ケートローン契約につきましては参加金融機関から期限の利益喪失についての猶予の承諾をいただいてお
ります。また、コミットメントライン契約につきましては該当する契約の締結先銀行から該当条項の免除
をいただくとともに、契約の更新を実施いたしております。
　なお、平成24年３月末現在、財務制限条項の対象となる借入残高は3,285,000千円（シンジケートロー
ン契約による長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）1,200,000千円、コミットメントライン
契約による短期借入金2,085,000千円）となっております。
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（5）関係会社に対する金銭債権、債務
① 短期金銭債権 1,062,858千円
② 短期金銭債務 144,994千円

３．損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高
① 売上高 76千円
② 仕入高等 1,186,702千円
③ 販売費及び一般管理費 175,973千円
④ 営業取引以外の取引高 23,590千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の種類および株式数に関する事項

普通株式 2,000株

５．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別内訳

繰延税金資産（流動） (単位：千円)
　繰越欠損金 250,938
　賞与引当金 102,899
　未払費用 14,391
　その他 25,396
繰延税金資産（流動）合計 393,626

繰延税金資産（固定）
　退職給付引当金 329,691
　長期未払金 21,750
　ゴルフ会員権 24,007
　減損損失 112,084
　関係会社株式 67,303
　繰越欠損金 329,943
　その他 32,508
繰延税金資産（固定）小計 917,288
　評価性引当額 △231,152
繰延税金資産（固定）合計 686,136
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繰延税金負債（固定）
　圧縮記帳積立金 385,712
　その他有価証券評価差額 82,522
繰延税金負債（固定）合計 468,234
繰延税金資産（固定）の純額 217,901

（2）法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」および
「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」が平成
23年12月２日に公布されたことにともない、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただ
し、平成24年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の39.8％か
ら、回収または支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは37.2％、
平成27年４月１日以降のものについては34.8％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が29,584千円減少し、当事業年
度に計上された法人税等調整額が41,441千円、その他有価証券評価差額金が11,856千円、それぞれ増加
しております。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部につきましては、所有権移転外ファ
イナンス・リース契約により使用しております。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

（単位：千円）
取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機 械 及 び 装 置 29,586 25,281 4,304

車 両 運 搬 具 3,066 3,014 51

合 計 32,652 28,296 4,355
（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。
（2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,355千円
１年超 －千円
　計 4,355千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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（3）支払リース料および減価償却費相当額
支払リース料 12,943千円
減価償却費相当額 12,943千円

（4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

７．関連当事者との取引に関する注記
　 子会社等

属
性 会社等の名称 住所 資本金

(千円) 事業内容
議決権
等の所
有割合
（％）

関係内容
取引の
内 容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)
役 員
の 兼
任 等

事 業
上 の
関 係

子
会
社
株 式 会 社
環境科学コーポレーション

東京都
豊島区 160,000 環境計量証明・コンサルタント事業 100.0 ２人 資金の

貸 付

資金の
貸 付 229,166 関係会社

短期貸付金 300,000

利息の
受 取 3,510 ― ―

子
会
社
株 式 会 社
上 武

埼玉県
秩父郡
皆野町

30,000
砕石・砕砂、廃棄
物処理・リサイク
ル事業

100.0 ３人 資金の
貸 付

資金の
貸 付 777,500 関係会社

短期貸付金 750,000

利息の
受 取 11,573 ― ―

子
会
社
株 式 会 社
テイ・アンド・アイ

埼玉県
児玉郡
神川町

30,000 業務請負、燃料販売事業 100.0 ３人 資金の
借 入

資金の
借 入 100,000 関係会社

短期借入金 100,000

利息の
支 払 1,479 ― ―

（注） 取引条件および取引条件の決定方針等
１．株式会社環境科学コーポレーションおよび株式会社上武への資金の貸付、株式会社テイ・アンド・ア
イからの資金の借入につきましては、貸付、借入期間を１年間とする極度貸付契約をそれぞれ締結し
ております。

２．貸付金利および借入金利については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．担保等の設定はしておりません。
４．関係会社短期貸付金および関係会社短期借入金の取引金額については、期中平均残高を記載しており
ます。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 246,356円 51銭
（2）１株当たり当期純損失 3,335円 00銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成24年５月15日

朝日工業株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 良 治 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柄 澤 一 恵 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、朝日工業株式会社の平成23年４月１日から平成
24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかについて合理
的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びそ
の適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、朝日工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成24年５月15日

朝日工業株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 良 治 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柄 澤 一 恵 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、朝日工業株式会社の平成23年４月１日か
ら平成24年３月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第21期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、
取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事
業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載
されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿った
ものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員
の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成24年５月22日
朝 日 工 業 株 式 会 社 監査役会
常勤監査役 近 藤 憲 二 ㊞
常勤監査役 田 島 一 郎 ㊞
社外監査役 村 田 恒 ㊞
社外監査役 中 谷 哲 朗 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要事項と認識しており、財務面の健全性を維持
しつつ、安定的な配当を継続していくことを会社の基本方針としております。
　第21期の期末配当につきましては、株主の皆様の日頃のご支援に感謝の意を表するととも
に、今後の事業展開等を勘案いたしまして、当社普通株式１株につき、普通配当として4,000
円といたしたいと存じます。
　これにより、すでにお支払いしております中間配当金（１株につき3,000円）を加えた年間
配当金は、１株につき7,000円となります。

（1）配当財産の種類
金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金4,000円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は280,000,000円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
平成24年６月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役８名選任の件
　本総会終結の時をもって、現任取締役全員（８名）が任期満了となります。つきましては、取
締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

１
あか まつ きよ しげ
赤 松 清 茂

（昭和23年８月26日生）

平成12年５月 株式会社日本興業銀行執行役員
平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行執行役員
平成16年６月 当社取締役副社長
平成17年４月 当社代表取締役副社長
平成18年１月 当社代表取締役社長（現任）

191株

２
なか むら のり ゆき
中 村 紀 之

（昭和32年９月16日生）

昭和56年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成13年６月 当社取締役企画室長兼経理財務部長
平成14年２月 当社取締役管理本部経理財務部長
平成18年６月 当社常務取締役管理本部長
平成23年５月 当社常務取締役管理本部長兼環境管理部長

（現任）

57株

３
まち だ なお き
町 田 尚 輝

（昭和33年１月２日生）

昭和55年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成10年10月 当社農業資材本部関東肥料事業部営業二部長
平成16年11月 当社農業資材本部肥料事業部長
平成18年６月 当社取締役農業資材本部肥料事業部長
平成19年12月 当社常務取締役農業資材本部長
平成22年２月 当社常務取締役農業資材本部長兼海外部長
平成23年５月 当社常務取締役農業資材本部長（現任）

68株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

４
てら い あつし
寺 井 淳

（昭和30年１月30日生）

昭和49年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成15年７月 当社鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部埼玉工場

製造部長
平成16年７月 当社鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部埼玉工場長
平成19年６月 当社取締役鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部

埼玉工場長
平成21年４月 当社取締役鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部長

兼埼玉工場長
平成22年４月 当社取締役鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部長
平成22年12月 当社取締役鉄鋼建設資材本部長代行兼鉄鋼

事業部長
平成23年６月 当社常務取締役鉄鋼建設資材本部長兼鉄鋼

事業部長（現任）

61株

５
ひろ せ きよし
広 瀬 清

（昭和33年１月28日生）

昭和56年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成10年６月 当社関西肥料事業部営業部長
平成15年10月 当社農業資材本部肥料事業部営業三部長
平成20年６月 当社取締役農業資材本部肥料事業部副事業

部長兼営業三部長
平成21年６月 当社取締役農業資材本部肥料事業部長
平成22年６月 当社取締役農業資材本部肥料事業部長兼

営業二部長（現任）

39株

６
さ とう まこと
佐 藤 真

（昭和33年８月２日生）

昭和56年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成16年７月 当社鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部埼玉工場

製造部長
平成18年11月 当社鉄鋼建設資材本部事業企画部長
平成21年６月 当社取締役鉄鋼建設資材本部事業企画部長
平成22年４月 当社取締役鉄鋼建設資材本部鉄鋼事業部

埼玉工場長（現任）

43株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

７
もり た しゅう いち
森 田 修 一

（昭和33年１月１日生）

昭和55年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成11年７月 当社農業資材本部事業管理部長
平成12年５月 当社農業資材本部関東肥料事業部営業二部長
平成16年８月 当社農業資材本部農芸事業部長
平成17年12月 当社農業資材本部事業企画部長
平成22年６月 当社取締役農業資材本部農芸事業部長兼

事業企画部長
平成23年10月 当社取締役農業資材本部農芸事業部長

（現任）

50株

８
いな ば すすむ
稲 場 進

（昭和32年10月18日生）

昭和57年４月 西武化学工業株式会社（当社の前身）入社
平成12年４月 当社農業資材本部農芸事業部園芸部長
平成15年10月 当社農業資材本部農芸事業部種苗園芸部長
平成19年12月 当社管理本部企画室長
平成20年４月 当社管理本部経営企画部長兼広報室長
平成22年６月 当社取締役管理本部総合企画部長（現任）

30株

（注） 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役村田 恒氏は任期満了となります。つきましては、監査役１
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

むら た ひとし
村 田 恒

（昭和８年６月３日生）

昭和60年１月 最高検察庁検事
平成３年４月 横浜地方検察庁検事正
平成７年２月 名古屋高等検察庁検事長
平成８年12月 運輸審議会委員
平成13年10月 当社監査役（現任）

－株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．村田 恒氏は、社外監査役候補者であります。
① 同氏につきましては、直接会社経営に関与された経験はありませんが、法律の専門家としての知識
を、当社の経営全般の監視に活かしていただきたく、社外監査役として選任をお願いするものであ
ります。

② 同氏の当社監査役就任期間は、本総会終結の時をもって10年９ヶ月間であります。
③ 同氏と当社との間で責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との
間の当該責任限定契約を継続いたします。
契約内容の概要は次のとおりであります。
社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１
項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。
この責任限定が認められるのは、当該社外監査役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がな
いときに限るものとする。

３．同氏は、大阪証券取引所の定めに基づき独立役員として同取引所に届け出ており、原案どおり選任さ
れた場合、引き続き独立役員となる予定です。

以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都新宿区戸塚町一丁目104番19号
リーガロイヤルホテル東京 ３階 ロイヤルホール
TEL 03－5285－1121

交通：都電荒川線早稲田駅より徒歩約３分
東京メトロ東西線早稲田駅３ａ出口より徒歩約７分
東京メトロ有楽町線江戸川橋駅１ｂ出口より徒歩約10分
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